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Ⅰ 問題意識 今日の子どもの育ちは虐待件数

を見るまでもなく危機的状況であることがマスメ

ディアを通じても指摘されている。こうした状況

の中で，子どもの人権としての生存権と学習権を

考えるうえで教育と福祉の連携，学校教育と社会

教育，学校，家庭，地域の連携と協力が求められ

ている。文部科学省が展開するコミュニュティ.

スクールもその一環としてとらえることができ，

また学校教育や子育て支援サポーターなどボラン

ティアや関連する機関の職員に学習の試みもなさ

れている。そして，学問的には学校の人的資源，

生活の場としての資源など組織的資源のあり方を

とい，子ども，保護者，教師の間にコミュニティ

感覚を築く等の学校心理学的なアプローチや，個

人の発達の問題を社会的文脈の中で理解する 臨

床教育学的なアプローチ（仮説生成―検証過程―

査定―介入―評価の螺旋的循環 ）も広がりを見

せている
１）

。

2010（平成 22）年には全国の自治体で次世代

育成支援後期行動計画が策定された。 これは

2003（平成 15）年に制定された「次世代育成支

援対策推進法」に基づき，前期の進捗状況やニー

ズ調査を経て後期 5 年の計画をたてたものである。

が，ではそうした子どもの育ちをめぐる一連の動

きの中で子どもたちの生活実態は一体どのようで

あろうか。子どもを取り巻く環境としての家庭や

地域，学校での子どもの生活を遊びに着目して実

態をより深くとらえてみようとしたのがこの研究

を始めた動機である。

１ 研究の目的

このように子どもの育ちへのアプローチが政策

的，学術的にも期待されるときに，本研究は主と

して臨床教育社会学的，あるいは社会教育の居場

所論的な視座
２）

から子どもの発達にとっての家庭

や地域における子どもの遊びと生活の実態を把握

し，課題を探ろうとするものである。

従来の子どもと遊びに関する調査報告は中野区

の幼児研究センター（平成 20）など行政側から

の保護者や教育従事者へのアンケート調査が多い

が，それらは比較的高学年を対象としており低学

年児を対象としたものは見られない
３）

。それは彼ら

のことばの表現形式や認知構造がまだ幼児期の特

性を残しつつ発達途上であることから，言語化す

るうえでの限界性があるからである。今回はそう

した限界性を踏まえ，低学年児の遊びと生活の実

態と意識をさぐることで，地域や家庭，学校に何

が求められているのかを明らかにする。

２ 研究方法と調査の実施時期

本報告は小平市内の１校の低学年児（1～3 年

生）293 名を対象として 2008（平成 20）年 12 月

18，19 日 に配票調査（質問とスケッチによる）

を実施し，247 名（男児 129 女児 118）から回

答を得たものである。 回収率は 84.3％ ，調査

項目は性別，家族構成，学校，家，放課後で楽し

いこと，放課後どこで何をする等である。

３ 調査対象地域について

東京都小平市は人口 179,430 人(2010 年 3 月 1

日現在)のベッドタウンである。今回この地域を

対象としたのは，①玉川上水や畑地が点在し，公

園数も大小 271 を数えるなど子どもたちをとりま

く環境条件が豊かなこと。③かつては教育刷新委
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員会委員であった有賀三二らにより学校や公民館

を核とした地域づくりが目指され，公民館や社会

福祉協議会の活動など社会教育や社会福祉的な活

動が活発等の歴史的地域的特性があること，さら

に今日では子育て支援協議会などが建設的な提言

をしており，大学との連携も視野に置いての子育

てを核とした地域づくりが活発化していること，

などを挙げることができる。したがって，この地

域は全国の中都市自治体が目指す地域づくりの事

例としても相応しく，今後の地域の発展性が期待

できる
４）

。

ところで，市立 A 小学校は市内北部の準工業

地域に属し工場や社員住宅なども多い新興地にあ

る。同校では高齢者との交流（世代間交流）が 10

年ほど前から行われており，文部科学省のコミュ

ニュティスクールの事例にも取り上げられるよう

に地域との繋がりが強いことを特色とする。なお，

この論考は次世代育成支援対策推進の行動計画推

進のためのニーズ調査結果，そして後期次世代育

成計画が策定された時期を経て，それらも踏まえ

ていることをも合わせて記しておく
５）

。

Ⅱ 調査結果

最初に調査結果の概略を学校，地域，家庭の順

に記し，次に男女別，家族構成別，の遊びと生活

の実態について報告する。

2008 年末時点での 1～3 年生（低学年児）247

名の子どもたちの性別や家族類型をまず把握する。

回答数の男女別構成比をみると，男子 129 名（52

％），女児 118 名（45％）である。 また，兄弟姉

妹の有無や両親と一人親，祖父母の有無などを割

合で示すと兄弟姉妹あり 207 人（84％），両親あ

り 216 人（87％），祖父母なし 210 人（84％）の

子どもたちであり，逆に，兄弟姉妹がいない，高

齢者がいる，一人親世帯などの子どもはそれぞれ

40 人（16％），37 人(16％），31 人（13％）であ

る。このことから低学年児の 8 割ほどが両親がそ

ろい兄弟姉妹がいる核家族であることがわかる。

以下に全低学年児対象とした質問に対する回答の

概略を記しておく。

１ 学校での遊びと生活

学校で楽しい時を問う質問に低学年児は休み時

間（43％），放課後（20.６％），給食（19％），勉

強中（14.2%）と回答した。休み時間は鬼ごっこ，

ドッチボール，鉄棒，縄跳びで遊ぶ子が多い。そ

して休み時間の校庭での遊び方では１，遊びスペー

スを考えて限定的に遊ぶ。２，学年や男女による

遊びの違いも見られる。ことがあげられる。

２ 放課後の遊びと生活

放課後は家 （29.5％）， 公園 （25.5％）， 学童

（22.５％）で過ごす子どもが多い。遊びは １，

ゲーム.TV.（17.1％）２，鬼ごっこ（14.0％）

３，兄弟姉妹で遊ぶ。（11.0％） ４，キックベー

ス 野球。 ５，鉄棒などの公園遊具を使った遊

び。の順に多い。

放課後の遊びと居場所をクロス集計すると，公

園では野球など広いスペースや遊具を使った遊び，

ごっこ遊び（鬼ごっこやドロケイ遊び）やゲーム

などが盛んで，家で遊ぶ子どもはゲーム（携帯や

TV ゲーム以下同様）.TV や兄弟姉妹で遊ぶ子

が多い。 これらの遊びには１，屋外では限定さ

れない空間を利用したもの。２，ゲーム.TV 遊

びは男子に多い。などの特徴がある 。また，学

童の遊びでは休み時間と似通った鬼ごっこ等の遊

びに加えて，遊具やボール遊び，宿題等となる。

なお，放課後の生活で「外」または「その他」に

分類した子どもたちも 12％ほどいる。

３ 家での遊びと生活

次に家で楽しいこと（夜や休日を含む）につい

ての質問ではゲーム.TV（35.２％），食事（12.６

％），兄弟姉妹と遊ぶ（11.７％）の順である。放

課後の遊びと比較すると，ゲーム.TV で遊ぶ子

が倍近くに増えている。

この数値を先の放課後の遊びと比較し考察する

と，兄弟姉妹で遊ぶ子どもたちは放課後と変わら
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明るい色調のものが多い。が，約３割ほどのスケッ

チから気がかりなこと（従来の描き方と異なった

表現）が見出された。

具体的には周囲の人物がいない，寒々とした印

象，発散できない何かを抱えている，親への気遣

いや孤独感が感じられるなどである。今日絵画分

析の視点として「どのように描いたか（形式分析）」

「なにを描き，なにを強調したか。なにを無視，

省略，歪曲したか。（内容分析）」に着目して，

「描き手はなにを感じ，なにを表し，訴え，伝え

ようとしているのか」を前提とした共感的な理解

を基として，子どもの内面を理解するための一つ

の手段として分析をし
６）

，気になるスケッチを取り

出し，家族類型別に分けてみた。

①次のスケッチのようにゲームづけの子どもの絵

には対象物のみが描かれ，周囲が描かれないも

のが多い。

②一人親世帯の子どもでは取り囲まれた状況を表

した下のスケッチのように，いいようのない孤

独が感じられるものが多い。

③祖父母のいる家のこどものスケッチには親密な

関係をうかがわせるものが多い。

このように子ども達の言語化されないスケッチ

から意識等について得られることは多い。

Ⅳ まとめ ― 子どもの発達と家族.地域支援

以上のように調査結果の詳細を明らかにするこ

とができたが，前述した概略も踏まえて明らかに

なったことは ，

１ 男女別の遊びには若干の量的な差がみられ

ること。学校や放課後の遊びでは女子以上に

男子の多くは足を使い，よりダイナミックな

遊びへの志向性がみられること。また家では

ゲーム.TV での遊びが好まれること。

２ 兄弟姉妹別の遊びでは姉のいる子の遊びが

活発であること。弟や妹がいると兄弟姉妹で

遊ぶ場合が多いこと。また，ゲーム.TV を

好むのは姉妹のいる男児に多い。また，兄弟

姉妹のいない子どもの中には放課後からゲー

ム.ＴＶで遊ぶことを好み，帰宅後はゲーム

づけになる子が多いことがわかった。

３ 両親の有無についてはさほどの違いはない

が，一人親の子どもは他に比べて食事を楽し

む割合が低い。

４ 祖父母のいる子どもでは比較的一人遊びが

多く，学童の入所率が一人親の子どもより高

い。また，ゲーム.TV で遊ぶことを好むが，

食事や外出を好む子もほかに比べて多い。

以上，いくらかの男女差や兄弟姉妹，家族形態

による差異があり，地域や家庭への支援の仕方を

考慮する上での基本的実態が明らかにできた。そ

して家族や家庭生活が商品経済の影響を受けて，

対人間の関係性が大きく揺らいでいることが明ら

かになった。

子どもたちはゲーム.TV を楽しいこととし，

また，それを仲立ちとして交友関係を広げる一方

で，孤立化も深めている。ゲーム人口は確実に増

え続け企業収益を上げ続けているが，ゲームが子

どもに及ぼす悪影響（殺人や残忍な場面）を最小

限にとどめようとするモラルの側面から今日では

レーティングがなされてきているが，そこには小

63



学校低学年を対象とした表示は少ない。 大きな

スーパーのゲーム機販売コーナーに放課後の子ど

もたちが集まっていることはあまり知られておら

ず，また，購入する親もその内容よりは，子ども

の交友関係がうまくいくことを基準にしている実

態もある。幼いころの刷り込みが後にどのような

影響を与えるかは追跡調査が必要であるが，こど

もの生育環境と発達の課題はこうした生活のあり

ようを抜きにしては語れない
７）

。

親たちは家計を維持するために就業し，非正規

雇用がさらに拡大する。こうした今日的状況の中

で子どもたちの放課後と家庭の生活を子どもの言

葉やスケッチでその意識を探ったこの調査は 1 校

のみのデータではあるが，人間のアイデンティティ

の形成初期にある子どもたちの言語化できない認

知や感情のありかを伝えてくれる。

青少年のゲーマーの心理特性についてマジョリ

ティを基準に考えると，全体的にコミュニュケー

ションや直接対面志向なども低いが，最も低位置

にあるのが言葉志向であり，次いで批判受容耐性

が低く現実体験の重視についても低いことが指摘

されているが
８）

，それはこうして形成されてゆく子

ども期の問題を避けて通ることはできないだろう。

学童期の人間発達について「具体的操作期」

「生活的概念から科学的概念への移行期」ととら

え，関係活動と対象活動の２本の柱で人間の生涯

発達を位置づける金田利子は「学童期には，学校

及び放課後生活において知的好奇心をもとに集団

的に探究するなど，外の世界に目を向けた学習活

動が十分に保障されているかなど，その中で自分

を見つめる目をどう育てていっているかが問われ

てくる。」
９）

と述べているが，このことはまさに自

分を見つめる目を育てるための居場所づくりが急

務であることを示している。

小平市のニーズ調査報告書によれば母親たちの

約８割は潜在的な再就職希望はあり，その開始時

期を末子が小学校中学年になった時としている。

この低学年児の母親と子どもたちの生活と遊びを

この調査から推察すれば，地域に目を向け学校の

ボランティア活動にも積極的で，公園などで乳幼

児の兄弟も交えて遊び，家庭ではゲーム機等を与

えてられている子どもたちが多いことがわかる。

こうした点から，学校の生活科や家庭科教育の課

題も見え，人間の発達にとっての親密な関係性を

育むために，家庭だけでない地域を交えた取り組

みも必要されよう。

小平市は小平市子育て支援協議会と行動計画策

定の庁内会議を 2003（平成 15）年に立ち上げ，

前期計画の進捗状況を調査し，ニーズ調査に基づ

き後期計画を策定した事は前述した。「生まれて

きた子どもには何の責任もありません。子どもが

自分で責任を持ち，自立できる年になるまでは，

地域全体で親子に手を差し伸べ，どの子も平等に

スタートラインに並べてあげたい」
10）

という市長の

言葉に見られるように，そこでは女性と子ども政

策の緊急性を要するものを重点施策として掲げて

いる。地域センターにおける「子ども広場」やプ

レイパー事業や学童保育事業の拡充，中高生と乳

幼児のふれあい体験事業などがあり，それぞれ目

標事業量が示されている。小川 1 丁目への児童館

とプレイパークの建設事業も計画されているが，

今後そうした動向を踏まえてみれば子どもたちの

放課後の生活に対応したプレイリーダーや学童保

育指導員，そして世代間交流を推進する人材の養

成等も早急に待たれるであろうし，それを実効性

に富んだものにするためには，地域福祉や地域教

育の政策，地域づくりや生涯学習政策との関連に

おいても内実を考察する必要があるだろう。どの

ような子どもたちを家庭や地域は育成し，社会を

作るのか，そのことはとりもなおさず，大人が次

世代に何を伝えるかの課題でもあることを再確認

しておきたい。
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る。なお，小平市に関する調査研究について

近年では草野篤子 瀧口真央，瀧口優，森山

千賀子らの研究『白梅学園大学.同短期大学紀

要』45 2009 や山路憲夫「小平市と日野市の

子育て支援の比較―小平市を中心とするこそ

育て支援ネットワーク研究（２）―」『白梅学

園大学教育福祉研究センター研究年報』NO

13 2008 などをあげることができる。

６） 描画分析には高橋が『心理描画研究』XIV

2001 論考にて「絵を描くことは人間の内的衝

動ともいえる生物的基礎に支配され，成長す

るにつれて描き方や描く内容が異なるという

だけではなく，子どもが他者との関係をとう

心理，社会的影響を強く受けて，身体像や内

的イメージが形成され，それが絵に表現され

ることを忘れてはならない。」と述べている。

７） 子どものメディア環境の調査には『第３回

子育て生活基本調査』ベネッセ教育研究開発

センター 2007 があり，携帯ゲーム機の使用

状況は小学校４年生をピ-クに減少していると

している。また，坂元章などの研究に基づい

た報告書『テレビゲームとレーティングの社

会的受容に関する調査報告書 資料２－37』

CERO マイクロマガジン社 2008 では大手

スーパーのゲームコーナーの状況なども伝え

ている。また『子ども環境学研究』Vol４

No３ 子ども環境学会 2009 では「こども

とメディア」の特集を組んで母親たちの語り

による家庭内の対応も伝えている。

８） 総務庁青少年対策本部『情報化社会と青少

年 ―第３回情報化社会と青少年に関する調査

報告』1998。こうした子どもや若者の成育環

境に及ぼす影響を考慮して，2009 年７月には
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「子ども若者育成支援推進法」が公布（2010

年 4 月 1 日施行）され，内閣府では「子ども

若者支援に関するワーキングチーム」が検討

に入った。

９） 金田利子「第 1 章 生活主体発達論」『生活

者としての人間発達』岡野正子 室田洋子共

著 2003 家政教育社 p 50

10） 小林正則「次世代育成支援行動計画後期計

画の策定にあたって」『小平市 次世代育成支

援行動計画 後期計画 平成 22年度～平成 26

年度』平成 22 年 3 月小平市。
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